
























文フォーム（1946 or 1947）』の分析―（2）他の「指示文書」との比較―」『聖学院大学論叢』第 26 巻，第 2号，2014（平成 26）年 3月）
でも比較分析を行った。その際には，次の 3つの「指示文書」を対象とした（1）。
　　『英文フォーム』（1946 or 1947）→「指示文書 1」
　　『工業会社及び商事会社の財務諸表に関する指示書』（Jul. 1947）→「指示文書 2」
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　　『英文フォーム』（1946 or 1947）→「指示文書 1」
　　『財務諸表作成に関する指示書』（11. Nov. 1947）→「指示文書 3」
　　『工業会社及び商事会社の財務諸表に関する指示書』→「指示文書 4」
　「GHQ/SCAPに提出された日本の会社の財務諸表」については，前拙稿（「GHQ/SCAP「指示文書」にお











イ．「指示書 1」「指示書 3」「指示書 4」の勘定科目一覧
　「指示書 1」は英文のみ，「指示書 3」および「指示書 4」は英文と日本語翻訳が付されている。
拙稿 3でも指摘したとおり，「指示書 3」と「指示書 4」は「指示書 1」をベースに作成されている
ため，ほとんどが全く同じ勘定科目名を採用している（後記［5．ロ―2，ハ―2］の相違点を除く）。
従って，「指示書 1」は英文のみの一覧を示し（図 1），「指示書 3」および「指示書 4」は日本語翻


































　 大分類は資産，負債および正味財産の 3つで一致，中分類もすべて一致する（図 4）。
図 4．「指示書 1」と「指示書 3」の貸借対照表・大分類 / 中分類 比較表
（2）勘定科目名のほとんどが一致
　 「指示書 3」は「指示書 1」をベースに作成されているため，ほとんどが全く同じ勘定科目名を採
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示書 3」［Ⅱ．国内投資］の 6番目「委託金（Money in Trust）」勘定と，［Ⅷ．国内流動負債］「積









の 6番目「立替金並びに受取手形（役員及従業員に対する）Accounts Receivable　and Notes 
Receivable, Officers and Employees」勘定は「指示書 1」では「Current Accounts and Notes 




図 7．「指示書 1」と「指示書 3」の貸借対照表・勘定科目表示箇所変更　比較表
（5）勘定科目の削除（正味財産の部）
　 中分類項目［XⅣ．正味財産］において，科目名が削除された（図 8）。
図 8．「指示書 1」と「指示書 3」の貸借対照表・勘定科目削除　比較表
（6）合計欄等における計算方法の指示
　 すべての中分類項目および計算が必要な合計欄等において，計算方法の指示が付記された。例え














図 9．「指示書 3」と「指示書 4」の貸借対照表…大分類 / 中分類　比較表
（2）勘定科目名日本語翻訳の変更 / 勘定科目の削除
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図 12．［株式会社 三菱本社］の貸借対照表・勘定科目一覧に「指示文書 3」と同じ符号を付したもの
　まず，大分類と中分類については，「指示文書 1」「指示文書 3」「指示文書 4」のいずれに従って
作成されたのかははっきりしない。「指示文書 1」・「指示文書 3」と「指示文書 4」との大きな違い
は［在外資産］と［その他の資産］の表示順序が入れ替わっていることであったが（図 9参照），［株
式会社 三菱本社］の比較貸借対照表には［その他の資産］が存在しない（図 11，12 参照）。
　次に，中分類項目［Ⅱ．国内投資］における勘定科目は「指示文書 1」ではなく「指示文書 3」「指
示文書 4」で具体化された科目名（図 6参照）が用いられている（図 11，12 参照）。
　最後に，中分類項目［XⅣ．正味財産］における勘定科目について「指示文書 1」のように利益
処分案は載っていないので（図 1参照），「指示文書 1」は除外される。しかし「指示文書 3」「指示
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図 14．［合名会社 安田保善社］の貸借対照表・勘定科目一覧に「指示文書 3」と同じ符号を付したもの
　まず，大分類と中分類については，「指示文書 4」ではなく，「指示文書 1」「指示文書 3」の表示




名会社 安田保善社］の比較貸借対照表には「指示文書 1」「指示文書 3」と同じく［Ⅵ．在外資産］
［Ⅶ．その他の資産］の順で表記されている（図 13，14 参照）。
　次に，中分類項目［Ⅱ．国内投資］における勘定科目は「指示文書 1」ではなく「指示文書 3」「指
示文書 4」で具体化された科目名（図 6参照）が用いられている（図 13，14 参照）。
　また，中分類項目［Ⅱ．国内投資］における「7．社債」勘定には「（b）非特別経理会社」に関
する科目（図 5参照）が存在することからも「指示文書 4」ではなく「指示文書 1」「指示文書 3」
の表示に従って作成された可能性が高い（図 13，14 参照）。
　最後に，中分類項目［XⅣ．正味財産］における勘定科目について「指示文書 1」のように利益
処分案は載っていないので（図 1参照），「指示文書 1」は除外される。しかし「指示文書 3」「指示








計 4社の 1946―1947 年の比較貸借対照表が発見され，GHQ/SCAP の「指示文書」形式と非常に近
い形式で作成されていたことが判明した。さらに数多くある「指示文書」のうち，どの「指示文書」
に従って日本の会社が英文財務諸表を作成したのかを調べる目的で，まずは「指示文書」のうち内
容が判明しているもの 3種（本稿では「指示文書 1」「指示文書 3」「指示文書 4」という呼称）に
おける勘定科目の比較を行い，次に日本における代表的な財閥本社 2社との比較を行った。
　その結果，［株式会社 三菱本社］の比較貸借対照表を見る限りでは，「指示文書 3」「指示文書 4」
のどちらに従って作成されたかははっきりしなかった。しかし，［合名会社 安田保善社］の比較貸
借対照表では「指示文書 1」「指示文書 4」は除外され，「指示文書 3」に従って作成された可能性
が高いことが確認できた。ただし，［株式会社 三菱本社］［合名会社 安田保善社］両者とも正味財










⑴　山田ひとみ「GHQ/SCAP による会社財務報告に関する『英文フォーム（1946 or 1947）』の分析
―（2）他の「指示文書」との比較―」『聖学院大学論叢』第 26 巻，第 2号，2014（平成 26）年 3月，
211 頁。
⑵　⑴山田ひとみ「戦後企業会計原則運動の起点―「インストラクション」再考―」『聖学院大学論叢』
第 27 巻，第 1号，2014（平成 26）年 10 月，179 頁。
⑶　山田ひとみ「GHQ/SCAP による会社財務報告に関する『英文フォーム（1946 or 1947）』の分析

























　　　　 「史料：日本の会計制度〈1〉～〈16〉」『企業会計』，第 31 巻，第 1～12 号，第 32 巻，第 1～4号，
1979（昭和 54）年 1月～1980（昭和 55）年 4月。
　　　 「企業会計原則の歩み」『企業会計』第 36 巻，第 1号，1984（昭和 59）年 1月。
　　　 『〈新版〉近代会計学』現代商学全集第 16 巻，春秋社，1962（昭和 37）年。
黒澤清他「〈座談会〉企業会計制度の基盤―わが国会計法制の 30 年」『企業会計』第 30 巻，第 12 号，












学局（ESS）文書の分析をとおして―」『聖学院大学論叢』第 25 巻，第 1号，2012（平成 24）年
10 月。
　　「研究ノート制限会社に対する占領初期におけるESS「指示文書」の分析―『1946年英文フォーム』
の資料的位置付けを中心に―」『聖学院大学論叢』第 25 巻，第 2号，2013（平成 25）年 3月。
　　「GHQ/SCAPによる会社財務報告に関する『英文フォーム（1946 or 1947）』の分析―⑵他の「指
示文書」との比較―」『聖学院大学論叢』第 26 巻，第 2号，2014（平成 26）年 3月。
　　「GHQ/SCAP「指示文書」における貸借対照表に関する会計規定の分析」『聖学院大学論叢』第




GHQ/SCAP, Instruction for preparation of Financial Statements of Manufacturing & Trading 
Companies (Kogyo B Gaisha Oyobi Shoji B Gaisya No Zaimu Shohyo Sakusei Ni Kansuru 
Shijisho)., GHQ/SCAP Records (RG331, National Archives and Records Service), (Compiled by 
National Diet Library).
― 76 ―
聖学院大学論叢　第 30 巻　第 2号　2018 年
Preparation of Comparative Balance Sheets and 
Accounting Practices in Instructional Documents 
of the GHQ/SCAP （Part II）
Hitomi YAMADA
Abstract
　 I compared Instructional Documents with those submitted by a Japanese company to the eco-
nomic and scientific section (ESS) of the GHQ/SCAP.  As a result of the investigation, two repre-
sentative Japanese zaibatsu and two cotton spinning companies or a total of four companies’ 
1946―1947 comparative balance sheets were discovered.  I found that they were very close to 
the “instructional documents” format required by GHQ/SCAP.  As it turned out, they were gen-
erated with conforming format and content.
Key words:  Instructions, GHQ/SCAP, Comparative Balance Sheet
